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第 1 章 投信業界構造の変革 
1-1. これまでの投信市場 
1951年6月に証券投資信託法が施行され、投資信託の募集開始によってスター
トした投資信託は 66 年が経過し、公募投資信託の残高は 2017 年 5 月末に初め























1-2. 日本版 ISA 
英国において居住者に対する類似の少額投資を優遇する制度（非課税制度）
として、個人貯蓄口座（Individual Saving Account、略称 ISA）が 1999 年 6 月
にスタートした。2014 年 1 月に日本でスタートした少額投資に係る非課税口
座は、この英国の口座と制度を参考につくられ、日本版 ISA と呼ばれることも





年間 120 万円まで非課税で、NISA 口座の非課税期間は、投資した年から最長
5 年間である。2017 年に金融庁が発表した、NISA 口座利用状況についての調
査結果によれば、NISA 口座開設数は 2016 年 12 月現在、1069 万口座で、買
付額は導入された 2014 年 1 月以降、9 兆 4756 億円であった 1)。NISA は既に
10 人に 1 人が口座を開設、実際に投資が行われた口座は推計で 643 万口座、
利用者は 600 万人を超えている。同時に発表されたジュニア NISA は 2016 年
12 月現在 19 万口座で買付額は 289 億円にとどまっている。 
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公募型投信残高は、NISA がスタートする以前の 2013 年 12 月時点で 81 兆
円 5232 億円であり、2016 年 12 月時点の 96 兆 6415 億円まで増えたが、アベ
ノミクス、トランポノミクス効果による相場上昇に起因したことが大きい。日




1-2-2. ジュニア NISA 
ジュニア NISA は、未成年の子供のための「少額投資非課税制度」である。
ジュニア NISA 口座で投資をすると、そこで得た利益や配当金・分配金にかか







1-2-3. つみたて NISA 





















金融庁は、つみたて NISA で運用できる投資信託の基準を発表した 2)。現在
販売されている公募型の投資信託 5,000 本超のうち、株がメインの投資先とな


































2017 年 1 月から iDeCo の加入対象範囲が拡大した。これまで対象ではなかっ

















































































（表 1 つみたて NISA、iDeCo、平準払い保険の比較） 
 つみたて NISA iDeCo 平準払い保険 
目的 老後に備える 老後に備える 万一、病気に備える 
チャネル 店頭、Web 職域、Web 店頭、職域 
毎月支払額 1,000 円～10,000 円 1,000 円～10,000 円 5,000 円 
主な顧客層 資産形成層 資産形成層 資産形成層 
手数料 信託報酬 1.0% 信託報酬 0.2% 管理料月 300 円 
（保険会社が販売会社に
対して 10%程度支払） 
2017 年 7 月筆者作成 
 
第 2 章 投資行動の変革 
2-1. 日米の投資行動比較 
2016 年 9 月末時点の日米の家計金融資産構成を比較すると、日本は、個人
金融資産 1,752 兆円の過半数を現金・預金が占め、投資信託は僅か 5.0%に過ぎ
ない。株式などを合わせても投資に向かっている資産は 13.6%にとどまる。一








前の状況と比較しても 10 以内にとどまっているのは僅かに 3 商品である。一
方、米国は、コストの低いインデックス型が過半数を占め、日本と同様に 5 年
28 

































順位 2016 年 3 月 2011 年 3 月 
1 米国リート 先進国高格付債券① 
2 海外リート 海外低格付債券 
3 米国リート① 先進国高格付債券 
4 海外株式① 先進国高格付債券 
5 米国低格付債券 海外株式① 
6 先進国高格付債券① 新興国債券 
7 米国リート 米国リート① 
8 米国リート 新興国債券 
9 海外リート 海外債券 





順位 2016 年 3 月 2011 年 3 月 
1 米国株式インデックス① 米国債券 
2 米国株式インデックス② 米国株式① 
3 世界株式インデックス 米国株式インデックス① 
4 米国株式インデックス③ 世界株式① 
5 米国株式① 米国株式インデックス③ 
6 米国債券インデックス① 米国株式インデックス② 
7 世界株式① 世界株式 
8 米国株式② 世界株式② 
9 世界株式② 米国株式② 
10 米国債券インデックス 米国債券インデックス① 
金融庁（2017）「つみたて NISA について（平成 29 年 6 月）」を参照 
 
（表 3 規模の大きい公募投資信託の日米コスト比較（純資産額上位 5 商品）） 
 販売手数料 信託報酬 
日本 3.20% 1.53% 
米国 0.59% 0.28% 































































































































【図 2 JXESDL プロセスモデル】2016 年 8 月筆者作成 
 
2-5. 金融オムニチャネルニュービジネスの考察 
投資信託は「10,000 円以上 1 円単位」などの金額を指定して購入するのが一
般的だが、昨今、ネット証券を中心に最低金額の引き下げが進んでいる。特に
積み立てについては、500 円から 1,000 円以上といった金額まで下がってきて
いた。この金額をさらに引き下げ、積み立てだけでなく通常の購入についても
100 円とする証券会社があらわれた。楽天証券と SBI 証券である。引き下げの











楽しむことができる。さらに 2017 年 5 月、楽天証券は、共通ポイントサービ
スである「楽天スーパーポイント」で投資信託の購入が可能になると発表した。
同年夏を目途にサービスを始めるという。あわせて、投資信託の最低購入金額





































100 円、500 円、1000 円の中から選んでおく。150 円の商品を購入する場合、
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